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個人型確定拠出年金（ＤＣ）の愛称募集に

は 4,000 件以上の応募があり、その中から

「iDeCo」（individual Defined Contribution）

に決まったとの発表が先日ありました。「ｉ」

には「私」という意味が込められているそう

で、自分で運用する年金の特徴を捉えている

と選定理由を説明しています。 

 ＤＣ制度が導入されてから１５年が経過し

ますが、企業型ＤＣの加入者が 600 万人に達

しようとしているにも係わらず、個人型ＤＣ

は３０万人弱に留まっています。こうした中、

前回（１８時限目）の記事でご紹介したよう

に、平成２８年５月の「改正確定拠出年金法」

の成立により、公務員や第３号被保険者（い

わゆる専業主婦）も個人型ＤＣに加入できる

ようになりました。今回の愛称募集を含め、

個人型ＤＣを普及させようとする、国の本気

度がうかがえます。 

 一方、２８年１０月から従業員 501 人以上

の企業に勤めている短時間労働者で、①週の 

 

所定労働時間が２０時間以上、かつ②賃金の 

月額が8.8万円以上、等に該当する場合には、

厚生年金保険の加入対象者となりました。103

万円の壁と言われている「配偶者控除」を「夫

婦控除」に変更する案は、２９年度の税制改

正では見送られるようですが、労働力不足も

あり、女性にもっと働いてもらい社会で活躍

してもらおうという気運は高まっています。 

 さらに、厚生労働省の財政検証によれば、

公的年金による所得代替率（現役世代に対す

る収入の割合）が、２６年度は６０％を超え

ているものの、３０～４０年後には４０～ 

５０％に低下する見込みです。今後は老後資

金を自分で手当するという自助努力の必要性

が明らかになってきました。 

 こうした年金を巡る流れの中、当然ながら、

企業型ＤＣへの関心も高まってくるものと思

われます。現在、企業型ＤＣの導入企業のう

ち、従業員拠出（マッチング拠出）を行って 

いる企業は４０％程度に過ぎませんが、今後、 

19 時限目：「個人型確定拠出年金の愛称は、ｉＤｅＣｏ（イデコ）」 

企業型確定拠出年金の資格喪失年齢の引上げ」 
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従業員から老後資金の形成手段として拠出を 

求める声が強まってくるものと考えられます。

マッチング拠出のメリットと留意点（下図）

を理解し、導入の検討を始めることをお勧め 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

します。 

 

◇企業年金相談センター（ＮＰＯ法人企業・

団体支援日本ＦＰ協議会） 田中 均 

 


